
（ ）

平成28年度に医療施設従
事医師を前回調査以上とす
る

達成度 ％

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 24年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

人

26年度
目標最終年度

－

補正予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　医師、歯科医師等の国家試験の実施に係る願書受付、受験票の交付、試験会場の借上げ、試験会場設営、試験監督、合格発表等の実施。

目標最終年度

－

432 476

1,571,647

目標値 人

－

1,537,813 1,571,647

24年度 25年度

288,850成果実績

目標値

－

26年度

25年度

1,495,572
平成27年度に就業看護職
員数を前年度以上とする

就業看護職員数
※医政局看護課調べ

成果実績

定量的な成果目標 成果指標

－103％

－

－ -

単位 24年度 25年度 26年度
目標最終年度

人 1,537,813

％ 102.8％ 102.2％

医療施設従事医師数
平成20年：271,897人
（103.2％）,平成22年：
280,431人（103.1%）
※医師・歯科医師・薬剤師
調査より（２年ごと）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　医師、歯科医師等の国家試験の実施業務については、国民の生命身体に直接影響すること、国民の健康的な生活や安全な食生活の実現に資するといった
観点から、各資格者として必要な知識及び技能について試験を実施することを目的とする。

前年度から繰越し － －

事業番号

医師等国家試験実施費 担当部局庁
大臣官房地方課
（医政局・健康局・医薬食品局）

作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室

地方厚生局管理室
（医政局医事課試験免許室・健康局
がん対策・健康増進課栄養指導室・
医薬食品局総務課）

伊東明彦（地方課）
（古川浩二・河野美穂・
鎌田光明）

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名

１-２-１
今後の医療需要に見合った医療従事者の確保を図ること
１-１０-２
生活習慣の改善等により健康寿命の延伸等を図るととも
に、がんによる死亡者の減少を図ること

主要経費

27年度

－

－ － －

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

①医師法第10条
②歯科医師法第10条
③保健師助産師看護師法第18条
④診療放射線技師法第18条
⑤臨床検査技師等に関する法律第12条
⑥理学療法士作業療法士法第10条
⑦視能訓練士法第11条
⑧薬剤師法第12条
⑨栄養士法第5条の2

関係する計画、
通知等

-

実施方法

－

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

－

－

361

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 390

その他の事項経費

終了予定なし

人

定量的な成果目標

翌年度へ繰越し －

計

－ 205,716

達成度 ％ 104.1％

401

主要政策・施策

達成度

平成２７年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

377 390 401 432 476

377 398

執行率（％） 96% 97% 99%

平成28年度に薬局・医療施
設従事薬剤師数を前回調
査以上とする

薬局・医療施設従事薬剤師
数
平成20年:186,052人
（106.8%）,平成22年:197,616
人（106.2%）
※医師・歯科医師・薬剤師
調査より（２年ごと）

成果実績 人 205,716 －

目標値 人 197,616

平成１２年度
事業終了

（予定）年度

-

　 0044

年度28

28 年度

27 年度

377

280,431 － 288,850

集計中

集計中

集計中

前回調査以上

前回調査以上

前回調査以上



受験見込者数の増等

当初見込み

人

人 159,446

単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

158,924

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

医師等１２職種国家試験の受験者数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

諸謝金 2

142,676 148,876 151,383

164,282 156,499

194

計 432 476

外部委託
（民間競争入札分）

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度

2

医師等国家試験費

活動実績

活動指標

費　目

27年度活動見込

医師等１２職種国家試験の合格者数
活動実績 人 114,468 118,538 124,282

当初見込み 人 123,499 121,850 127,908 122,714

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

単位当たりコスト＝X／Y

X：「執行額」
Y：「受験者数」

単位当たり
コスト 円 2,527 2,531 2,629 2,760

計算式 　X/Y
360,505,514
/142,676

376,768,935
/148,876

398,009,668
/151,383

432,011,000
/156,499

234

職員旅費

2

2

278

194



関
連
事
業

評価に関する説明

-

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○

２６年度成果実績は集計中であるが、各医療職種の受験
者数・合格者数は着実に増加しており、医療従事者数を含
め、前回成果実績を上回る予定であり、成果目標に見合っ
た実績をあげる見込みである。

事業目的に則したもののみに支出を行っているため、合理
的であり、かつ必要なものに限定されている。

-

-

事業名

-

-

所管府省・部局名 事業番号

‐

43

平成24年度

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

△

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

成果目標である医療従事者数の増加は、国家試験の実施
により達成できるものであり代替性がないが、執行率が平
均９７％であり、予算と執行の均衡を図りつつ、成果目標の
実現に向け、着実な実績を上げており、効果的、効率的な
事業の実施を行っている。

活動実績はやや見込みよりも少なかったが、ほとんど不用
を出すことなく予算内で実施し実行性の高いものとなってい
る。

－

平成23年度から6職種（診療放射線技師、臨床検査技師、
理学療法士、作業療法士、視能訓練士及び管理栄養士）
の国家試験において、外部委託（市場化テスト）を実施し、
コスト削減に努めている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

医療従事者等の国家試験を実施する事業であり、国民の
ニーズが高い。

機密性の高い事業であるため、国が実施すべき事業であ
る。

○

○

○

‐

関連する過去のレビューシートの事業番号

予算の執行状況については、執行率が９割以上で推移しており、概ね妥当な水準であると思われる。なお、平成23年度から６職種（診療放射線
技師、臨床検査技師、理学療法士、作業療法士、視能訓練士及び管理栄養士）の国家試験について、外部委託（市場化テスト）を実施し、より
効率的な事業の実施が図れるように努めている。

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

点検結果も妥当であり、医師等国家試験の実施に必要な事業であることから、引き続き、必要な予算額を確保しつつ、適正な執行を行うこと。

－

平成26年度

点検対象外

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

医療従事者等の国家試験を実施する事業であり、医療従
事者の確保という政策目的達成に向けて、優先度の高い
事業である。

一般競争入札により単位あたりコストの削減に努めてい
る。

－

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

516平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

639

38

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度

現
状
通
り

579

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

医療従事者数については、「医師・歯科医師・薬剤師調査」等により把握している。
引き続き市場化テストを実施し、今後もより効率的な事業の実施が図れるように努めて参りたい。

－

会場借り上げについては、公募等により選定を行っている
ものである。この他、掲示物作成等については、会計法第
２９条の３第５項に基づく随意契約（少額随契）を締結して
いるものである。

－

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

〔予算の配賦〕

Ａ．各地方厚生局等（１０官署） ３９８百万円

〔医師等１２職種の国家試験の実施に係る願書受付、受験票の交付、会
場借上、会場設営、試験監督等を行う。〕

厚生労働省

３９８百万円

Ｆ．外部委託（市場化テスト分）１７１百万円

（株）全国試験運営センター

（平成23年度から国庫債務負担行為、

平成26年度から国庫債務負担行為）

〔６職種の国家試験の実施に係る願書受
付、受験票の交付、会場借上等を行う。〕

【一般競争（総合評価落札方式）】

Ｂ．借料・損料（会場の借上げ等）１１５百万円

学校法人等（２４） ５７百万円

民間企業（１３） ３９百万円

地方所管公益法人（２） ９百万円

共同組合（１） ６百万円

協同事業体（１） ５百万円

地方自治体等（１） ０百万円

・国家試験会場の借料

・国家試験に係る備品の借上等

【一般競争入札・随意契約・少額随意契約】

Ｅ．試験監督員謝金 ０百万円

個人２１人・３税務署

Ｇ. うち事務費 ３百万円

Ｃ．雑役務費（試験監督員の派遣等）１０８百万円

民間企業（８２） １０８百万円
学校法人等（１） ０百万円
その他（６） ０百万円

・試験監督員等の派遣
・試験会場の設営等
・試験会場の警備・誘導等

【一般競争入札・少額随意契約】

Ｄ．印刷製本費 ０百万円

民間企業（２） ０百万円

・掲示物の作成等

【少額随意契約】

〔試験監督に伴う旅費、消耗品等〕



支出先上位１０者リスト
A.

委託費
(株)全国試験運営センターに対する国家試験
業務の委託

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.厚生労働本省 E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

171

金　額
(百万円）

B.（学）片柳学園 F.（株）全国試験運営センター

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

借料及び損料
等

看護師国家試験会場借料 7 雑役務費 受験案内・願書配布・受付等 72

計 171 計 0

借料及び損料
等

歯科医師国家試験会場借料 5 雑役務費 試験運営等 50

借料及び損料
等

薬剤師国家試験会場借料 4
借料及び損料
等

国家試験会場借料 43

雑役務費 会場の確保 6

雑役務費

C.（株）ヒューマントラスト G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 国家試験監督業務 60

計 16 計 171.5

計 60 計 0

3 近畿厚生局

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

1 厚生労働本省 ６種類の国家試験業務の委託 171 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 関東信越厚生局
６種類の国家試験の実施に係る願書受付、会場借り上げ、会場運営、合格
発表等

95 - -

- -

中国四国厚生局
６種類の国家試験の実施に係る願書受付、会場借り上げ、会場運営、合格
発表等

18 - -

東海北陸厚生局
６種類の国家試験の実施に係る願書受付、会場借り上げ、会場運営、合格
発表等

17 - -

6

7

4

合格発表等 0.5

東北厚生局
６種類の国家試験の実施に係る願書受付、会場借り上げ、会場運営、合格
発表等

25 - -

5 九州厚生局
６種類の国家試験の実施に係る願書受付、会場借り上げ、会場運営、合格
発表等

22 - -

６種類の国家試験の実施に係る願書受付、会場借り上げ、会場運営、合格
発表等

28

北海道厚生局
６種類の国家試験の実施に係る願書受付、会場借り上げ、会場運営、合格
発表等

12 - -

四国厚生支局
６種類の国家試験の実施に係る願書受付、会場借り上げ、会場運営、合格
発表等

9 - -

8

9

10 九州厚生局沖縄分室
６種類の国家試験の実施に係る願書受付、会場借り上げ、会場運営、合格
発表等

2 - -

計 0 計 0



B

C

D

E

2 （株）ティー・マップ 国家試験会場借料 15 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （学）片柳学園 国家試験会場借料 16 随意契約 -

4
エヌ・ティ・ティラーニングシステ
ムズ（株）

国家試験会場借料 6 随意契約 -

5 穴吹エンタープライズ（株） 国家試験会場借料 6 随意契約 -

3 （学）大阪産業大学 国家試験会場借料 6 随意契約 -

8
（共）札幌コンベンションセン
ター

国家試験会場借料 5 随意契約 -

9 （公財）広島市文化財団 国家試験会場借料 5 随意契約 -

6 （協）仙台卸商センター 国家試験会場借料 6 随意契約 -

7 （学）立教学院 国家試験会場借料 5 随意契約 -

10 （財）みやぎ産業交流センター 国家試験会場借料 4 随意契約 -

1 （株）ヒューマントラスト 国家試験監督業務 42 3 87.1％

2 （株）ヒューマントラスト 国家試験監督業務 8 3 78.4％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 日本通運（株） 国家試験監督業務 8 4 90.3％

6
（株）ジェイティービービジネス
サポート九州

国家試験監督業務 8 4 69.1％

3 （株）ヒューマントラスト 国家試験監督業務 7 3 96.5％

4 （株）ヒューマントラスト 国家試験監督業務 3 2 93％

9 ポートスタッフ株式会社 国家試験監督業務 6 3 99.9％

10 （株）小田原企画 国家試験会場設営等業務 5 1 87.4％

7 （株）オムニ 国家試験監督業務 6 4 76.7％

8 （株）オムニ 国家試験業務補助 0.3 5 71.3％

13 （株）沖縄コングレ 国家試験監督業務 1 随意契約 -

14 （株）ユニオンアルファ 国家試験会場設営等業務 0.7 随意契約 -

11 キャリアバンク（株） 国家試験監督業務 4 2 77％

12 テルウェル西日本（株） 国家試験監督業務 3 3 72.7％

2 （株）沖縄コピーセンター 提示物等の作成 0 随意契約 -

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）ジーエークレアス 提示物等の作成 0.2 随意契約 -

6

7

4

5

10

8

9

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 個人C 試験監督謝金 0 － －

4 個人D 試験監督謝金 0 － －

1 個人A 試験監督謝金 0.1 － －

2 個人B 試験監督謝金 0.1 － －

7 個人G 試験監督謝金 0 － －

8 個人H 試験監督謝金 0 － －

5 個人E 試験監督謝金 0 － －

6 個人F 試験監督謝金 0 － －

9 個人I 試験監督謝金 0 － －

10 個人J 試験監督謝金 0 － －



F

G

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）全国試験運営センター
６職種の国家試験の実施にかかる受験案内・願書配布・受付、試験会場借
上、試験会場の確保等（平成26年度から国庫債務負担行為）

121 2 99.2％

4

5

2 （株）全国試験運営センター
６職種の国家試験の実施にかかる試験会場運営、合格発表等（平成23年度
から国庫債務負担行為）

51 3 92％

3

8

9

6

7

10

1
特定非営利活動法人　日本セ
ルプセンター

消耗品購入 0.2 随意契約 －

2 ダイキン福祉サービス（株） 試験監督に伴う交通費 0.2 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 個人B 試験監督に伴う旅費 0.1 － －

6 ソフトバンクモバイル（株） 携帯電話料金 0.1 － －

3 （株）ミナミ商事 消耗品購入 0.1 随意契約 －

4 個人A 試験監督に伴う旅費 0.1 － －

9 個人E 試験監督に伴う旅費 0.1 － －

10 （国）弘前大学 設備等使用料 0.1 － －

7 個人C 試験監督に伴う旅費 0.1 － －

8 個人D 試験監督に伴う旅費 0.1 － －


